[Note]　Recent Trends of Buraku (Hamlet, Community) Industry and Pressing Problems for Them : Through Recent Researches at NARA and OSAKA Regions(5) by 田中 充 & Tanaka Mitsuru
[研究ノート] 部落産業の現状・問題点および対策
課題 : 奈良および大阪における実態調査を通じて
(5)
著者 田中 充
雑誌名 關西大學經済論集
巻 43
号 2
ページ 217-247
発行年 1993-06-30
その他のタイトル [Note]　Recent Trends of Buraku (Hamlet,
Community) Industry and Pressing Problems for
Them : Through Recent Researches at NARA and
OSAKA Regions(5)
URL http://hdl.handle.net/10112/13790
217 
研究ノート
部落産業の現状・問題点および対策課題
ー一奈良および大阪における実態調査を通じて一 (5)
? ?
充
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2 奈良の場合
ー「桜井市同和地区産業実態調査結果報告書」を通じて一
はじめに
1)桜井市の産業構造の概況
2) 大福•吉備地区産業調査報告
2) -1 大福•吉備地区の概観
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その 2 土林・建設業
その 3 皮革•履物以外の製造業・商業· その他の産業
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3) -2 産業分析
その1 土木・建設産業（以上同第4号）
その2 皮革•履物産業
その3 製造業・食肉業
その4 商業
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4) -1 豊田地区の概況
4) -2 産業分析
その1 食肉業
その2 土木・建設産業
その3 皮革•履物産業
その4 一般製造業・商業・その他産業（以上前々号）
4) -3 内職
3 大阪の場合ーー「大阪靴メーカー90年代のビジョン」を通じて一~（以下前号）
はじめに
I部経営環境認識の統一
1 経営環境の変化と今後の課題（外部環境分析）
2 経営の現状と今後の課題（内部分析）
3 経営課題のまとめ
I部 90年代を生き抜< . 基本コンセプト”の確立（以下本号）
一基本となる考え方の統一ー一
1 • 基本コンセプト”設定の前提
2 • 基本コンセプト”の設定
Il部 アクションプログラムの展閉
ー戦略目標の設定と対応の基本方向ー一
1 戦略目標設定の前提
2 具体的戦略目標の設定と対応の基本方向
3 個人企業の進路
4 貿易自由化・輸入の制度的変化と皮革靴業界へのインパクト
むすびにかえて
JI部 90年代を生き抜<. 基本コンセプト”の確立
一基本となる考え方の統一ー―-
次に，本調査報告書は， 1部における現状と問題点などの分析・指摘を通じて， 「当業
界および企業の進むべき方向の基本枠を明らかにする。……今後の業界や企業の経営のあ
り方を大きな視点からまとめ上げている」（〔2〕38ペー ジ）。
1 • 基本コンセプト”設定の前提
まず， 1) • 基本コンセプト（方針）”を意義づけ，その内容として，企業がおこなうべ
き事業活動の目的の明確化・領域（使命）の確立・目標の設定の3点をあげている。
続いて， 2)当業界における過去の成功要因に視点をあわせ，それらを通じて，今後の
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展望を試みている。
まず，当業界における過去の成功要因として， 1 伝統的な“勤勉性", 2 保護政策
(TQ制度など）， 3 "先見性", 4 "実行力”などがあげられる。
しかしながら，これらの要因はあくまで過去のものであり，内外環境がダイナミックに
変貌しつつある90年代を通じて，今後，上記1・3・4は， とくに目新しい戦略上の武器
にならないこと，つまり，「必要条件であっても十分な条件ではない」ということ， 加え
て， 2の要因，ことにTQ制だけでなく，中小企業政策そのものにおける保護政策的側面
の後退・転換ということに，本調査報告書も注目して，問題指摘している（〔2〕40~41ペ
ジー）。 2の要因については，同和対策の後退から廃止へのきざしというゆゆしきかつ深
刻な問題が如実に物語っているところである。さらに，つけ加え，強調指摘しておこう。
そこで，本調査報告書は，「90年代，いや21世紀まで生き続けるためには， 大胆な発想
の転換による経営革新が必要である。経営のあらゆる分野で，既存の概念を否定し，ダイ
ナミックで新しい枠組みを形成していくこと」（〔2J 41ページ）などを過激とも言うべき
論調でリコメンドしている。
すなわち， 3) "基本コンセフ゜卜”まとめ上げのアプローチと視点において，以下の4
点をあげている。
1 進展する消費者ニーズの高度化への対応（図2-4)20)。
20)本調査報告書においても注目され，強調指摘されているように，近年， 日本国民の消
費支出の伸びは，必需的支出よりも選択的支出の伸びの方が，著しい。その内訳を見
ると，「『交通通信』・『教養・娯楽」や「一般外食」等が伸びており，……今後の生活
の力点としては，余暇や収入が増えたら一層充実させたいものとして，個人の好みや
個性により内容の異なる「趣味・レジャー」などの分野が他の生活分野に比べてとく
に多い」（〔位〕 61ペー ジ）。 — 
そして，「被服および履物」の伸びが最も低いということもまた，事実である。
しかしながら，たとえ昨今“バブルがはじけた”などと，不況による消費支出の抑
制・買い控えなどを認めるとしても，長期的に見ると，「被服および履物」は必需品
であるとともに， 個性豊かなファッション製品である。「余暇・レジャー・旅行」を
ェンジョイするためにも「被服• 履物」は必需品であると同時に，それらを楽しむた
めの感覚的効果をあげる“ファッション・グッズ” でもある。 このように見てくる
と，今後，当業界の伸びが高くなる余地があるものと言えよう。
被服・アパレル業界と靴業界とがコーディネートすることによって，関連業界が相
たずさえて，稲要の創出に対する相乗効果をあげうるからである。
まさに，業際化・マーケティング・ネットワーク化が積極的におこなわれなければ
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図2-4 消費支出の伸び (80年=100,実質）
(1) 必需的支出，選択的支出の伸び
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資料：総務庁「家計調査」， 『中小企業白書』 (1990年版） 1990年5月，
61ページの第1-1-2図。
（注）必需的支出とは，食料（一般外食を除く）， 家賃地代， 光熱•水
道，保健医療，通勤・通学定期代，教育（補修教育を除く）を指
し，選択的支出とは，一般外食，設備修理維持，家具・家事用品，
被服及び履き物， 交通通信（通勤・通学定期代を除く）， 補修教
育，教養・娯楽を指す。
（出所）図2-1に同じく， 42ページの図表 Iー 1。
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2 競争の激化， とくに海外製品への対応ー~近年の同業・異業種からの婦人靴市場へ
の参入，消費者のファッション化の進展と相まったシューズビジネスの相対的ウエイトの
上昇にともなう競争激化への対応。
3 業界として連結の経済性が享受できること一一本質的な低収益体質の改善へ向けて
の企業の合理化・組織化・共同化。
4 アパレル業界の発展をモデルとすることーアパレル業界の動向の的確な把握と積
極的な交流（〔2〕42~44ペー ジ）。
2 "基本コンセプト”の設定
1)事業目的の明確化
すでに強調して問題指摘してきたところであるが，「当業界の多くの経営者たちは， 厳
しい経営環境の中で将来に対する事業継続へ強い危機感や迷いを表明しており， さらに，
将来への見通しやビジョンが不在である」（〔2〕45~46ページ）ということにかんがみ
て，本調査報告書は，対象業者から得られたヒアリングおよびアンケート調査結果（表2
-11)に基づいて，まず彼ら自身，事業目的を明確にすること一ー事業目的検討の意義・
必要性と事業目的の設定の基本方向について論じている。
いうまでもなく，事業目的は経営者の企業家精神を喚起し，従業員に対しては労働•生
ならないのである。
「中小企業白書」も「消費者ニーズの多様化・高級化は消費者が消費を通じて個性
を表現し，自己実現を図ろうとする傾向を強めていることを背景とし，……自己の個性
にあわせて財・サービスを選択することが，個性の多様化にあわせて，消費を多様化
させ，また，より高水準な自己実現を図ることが，消費を高級化させているのである」
(〔42)62ページ）と強調している。そして，「中小企業が消費者ニーズの高度化に機
動的に対応し，……さらに市場の細分化・専門化を利用して特定の年齢層や生活場面
等を対象とした製品を開発したり，特定のテーマに基づいた品ぞろえをおこなう動き
がみられ，中小企業のなかにもすでに成果をあげている」（〔4幻 67ページ）と述べ，
その例として，婦人用スーツや男性用プレザーなどがあげられている。靴• 履物につ
いての例があげられていないということについては， これまでに，政府・官庁レベル
での抜本的かつ本格的な実態調査がいまだなされてこなかったということを問題指摘
しうるとしても，いや，そうであるからこそ，今こそ，これら関連の業界に対する調
査・分析と経営指導が必要とされるのである。
それは，いうまでもなく，靴• 履物業界がニュービジネスとしての伸び＝発展の可
能性があるからなのである。
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表2-11 環境変化とビジネスチャンス （単位：社）
1. 消費者ニーズが高度化し，高度消費社会 望ましい 32 (65.3%) 
が進むと言われています。 望ましくない 1 (2.0) 
1)この傾向は貴社にとって望ましいと考 どちらとも 16 (32.7) 
えますか。 A ロ 計 49 
2)対応策として商品の高度化・高付加価 対応できる 32 (65.3) 
値化が考えられますが，貴社での対応は 対応できない ゜(0.0) いかがですか。 どちらとも 17 (34.7) 
ムロ 計 49 
2. 消費者ニーズは細分化し，なおかつ変化 考える 14 (27.5) 
が激しくなっています。 考えない 15 (29.4) 
1)この傾向は貴社にとって望ましいと考 どちらとも 22 (43.1) 
えますか。 ムロ 計 51 
2)この傾向には多品種少量生産体制が有 対応できる 24 (48.0) 
効と言われています。 対応できない 6 (12.0) 
貴社での対応はいかがですか。 どちらとも 20 (40.0) 
ムロ 計 50 
3. 世の中のファッション化も進んでいま 考える 33 (64.7) 
す。シューズビジネスはファッション産業 考えない 3 (5.9) 
の重要な一翼をになっています。 どちらとも 15 (29.4) 
1)ファッション化の進展は貴社にとって
望ましいと考えますか。 A ロ 計 51 
2)対策として企画カ・デザインカの充実 対応できる 19 (43.2) 
が必要です。 対応できない 5 (11. 4) 
貴社での対応はいかがですか。 どちらとも 20 (45.5) 
ムロ 計 44 
4. 寿命が伸び健康志向•安全志向が強くな 考える 30 (60.0) 
っています。 考えない 3 (6.0) 
1)この傾向は貴社にとって望ましいと考 どちらとも 17 (34.0) 
えますか。 ムロ 計 50 
2)これには靴の機能性が求められます。 備えられる 30 (58.8) 
貴社の商品はこの点を備えることができ 備えられていない 2 (3.9) 
ますか。 どちらとも 19 (37.3) 
ムロ 計 51 
110 
部落産業の現状・問題点および対策課題（田中） 223 
5. 質問1~4を含め消費動向を考慮の上お 将来性がある 22 (44.9) 
答え下さい。 将来性がない 5 (10.2) 
1)ファッション産業としてのシューズビ どちらとも 22 (44.9) 
ジネスは？ ムロ 計 49 
2)貴社として将来の展望は？ 勝ち残れる 22 (44.0) 
自信がない 3 (6.0) 
どちらとも 25― (50.0) 
ムロ 計 50 
資料：「靴メーカー組合アンケート調査集計結果』，調査協力株式会社アルスマネジ
メントスタッフ， 1991年より作成。
産の社会的意義を自覚せしめるのであるが，本業界にあっては，ことに，歴史的・社会的
に不当な差別のもとに成立してきた部落産業であるがため，今なお，もろもろのハンディ
に悩まされざるをえないということを再認識し，解放＝差別撤廃，そして，さらに，ニュ
ービジネスヘと発展していくためには， “革新的精神”の育成こそが基本的なものである
と言えよう。このことを，ここにおいてもつけ加えて強調指摘しておこう。
さて，当業界が現実に直面している経営危機との関連で見ると， 本調査報告書として
は．「自己の経営に見られる否定的要因やマイナスの面については． 自らの経営資源の変
革を通じ，これをビジネスチャンスに結びつけていく創造的・戦略的発想など． さらに
は，むしろ，より積極的なプラス要因を追求する姿勢こそが必要である」と力説してい
る。そして，その可能性については，「“消費者ニーズの高度化・.. 高度消費社会の進展・.
“ファッション化の進展・.. 健康志向の強まり”など」が「自社にとって望ましい」と評
価した業者が60彩以上あったことに注目して，強調している（〔2〕46ペー ジ）。
このようにして，本調査報告書は，業者たちの意見および“意気込み”にかんがみて，
当業界における事業目的を例示しているので，要約的に紹介しておこう。
1 日本的シューズ文化の創造（対社会的目的）―-日本でしかできない， 日本人にフ
ィットした個性的なシューズ・ファッションの提供。
2 21世紀に生き残れる企業づくり（対自己目的）一目的1と関連した企業自身にお
ける中長期的目的。
2)事業領域（使命）の設定
当業界の事業目的に沿って，今後採られるべき企業行動のあり方・方向性を設定するた
めには，過去の事業領域などを振り返って検証することが， 当然のことながら前提とな
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る。
本調査報告書は，当業界の事業領域を表す特徴を3点にまとめているので，若干のコメ
ントをさらにつけ加え，以下に論述しておこう。
1 生産志向をベースとした経営・“メーカーの体質"-―-"もの作り”優先の“職人気
質”タイプによる生産活動とその範囲内での改善・改良→ “作れるものを売る”姿勢から
“売れるものを作る”姿勢への根本的な発想の転換＝消費者ニーズからさらにシーズヘと
積極的・“先取り”姿勢が必要。
2 日用品志向による“もの作り.-―ー靴の役割の二面性，つまり，従来の「実用品」
・「日用品」という機能的側面を基本的前提とした新たな「ファッション用品」 としての
側面を重視し，企画・デザイン部門の位置づけを付加した産業基盤の確立が必要。
3 歴史的理由による社会的地位の低さー一業界発展を阻止してきている根本的障害要
因→抜本的な公共政策をともなって，業界自身， 9日幣・イメージの革新やアイデンテイテ
ィの確立を通じて，積極的に業界の地位向上に取り組む姿勢が必要。
要するに，「90年代に向かって，既製概念の払拭と新しい価値感の導入が進められなけ
ればならない」（〔2〕51ページ）ということが，本調査報告書でも主張されている。
そこで，新しい事業領城の設定ということになるのだが， もとより当業界の構成メンバ
ーの企業レベル・規模・経営資源などの大小によって異なるとしても，基本的に留意すべ
きことがらとして，本調査報告書は，以下の4点をあげている。
1 あくまでも顧客志向であること一ー前述の 1・2との関連からも「マーケティン
グ」の発想が必要。
2 ファッション産業の構成員であることの自覚。
3 革新的・業際的であること。
4 自己の事業特性を活用すること一~当業界の最大の経営資源・メリットである多品
種少量生産体制をフルに活かして， 消費者ニーズの多様化へ対応し， 競争上優位に立つ
こと。
ー我々はファッション産業を担いますー一—
（だれに） 個性的消費者に
（何を） 創造的シューズ・ファッションを
（どのように） 多品種少量生産体制で提供します
（〔2〕52ペー ジ）
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表2-12 事業目標設定の基本方向
キー・ワード
（イ）ファッション産業への転換
（口）競争力の確保
（ハ）ファッション志向
（二）経営の高度化
（ホ）高付加価値経営
（へ）アイデンテイティの革新
事業目標
メイン・テーマ
ファッション産業への転換
サプ・テーマ
業界アイデンティ
ティの革新
（出所）表2-1に同じく， 55ページの図表Il-2。
このようにして，本調査報告書は，当業界90年代の事業領城としてのスロ＿ガンを掲げ
るにいたっている。
3)事業目標の設定
さて，当業界が今後，ニュービジネスとして発展するため，つまり事業目標設定の基本
方向として，本調査報告書は， 「1 事業目的，事業領域実現の戦略的要因， 2 外部環
境の変化に適合可能なものであること， 3 業界や企業の体質を変革し，経営力の強化を
実現する内容であること」（〔2〕53ページ）をあげ，その内容説明を簡潔にチャート化し
ている（表2-12)。
4) • 基本コンセプト”のまとめ
続いて，本調査報告書は，当業界における90年代の基本コンセプトを表2-13にまとめ
上げている。
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表2-1390年代の基本コンセプト（例）
事業目的
・日本的シューズ文化の創造！
• 21世紀に生き残れる企業づくり！
事業領域
一我々はファッションを担います一
個性的消費者に、創造的シューズ・ファッションを
多品種少量生産体制で提供します。
事業目標
メイン・テー マ
ファッション産業への転換
サプ・テー マ
高付加価値経営
の実現
サプ・テー マ
業界アイデンティティ
の革新
（出所）表2-1に同じく， 57ページの図表Il-3。
そして，今後，「業界や各企業での十分な掘り下げが望まれる。その過程でコンセプト
自体の精度が向上し，認識の統一化も深化する」（〔2〕56ページ）と論じている。
直部 アクションプログラムの展開
ー戦略目標の設定と対応の基本方向一―-
さて，本調査報告書は，当業界に関する現状・問題分析，および，今後の望ましい発展
のための対応課題・基本コンセプトなどの検討を通じて， I部においては，その実現へ向
けて，若干，具体的な戦略目標の立案と展開されるべきアクションプログラムの提示を試
みている。
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1 戦略目標設定の前提
本調査報告書も，最近，大企業と中小企業間におけるもろもろの格差（付加価値生産性
・資本装備率・ソフトな経営資源・ 労働など）が著しくなってきているという「中小企業
白書」の一般的かつ基本的問題指摘に注目し，当業界においてもそれらが如実に表面化し
ていると論じている。
究極のところ，当業界におげる本質的な問題点は，“低収益体質”であり，「既存デ＿夕
に当業界の的確な経営状況を示すものは少ないが，いくつかの指標から収益性を推測する
と，売上総利益は10%前後~20%前後の間に分散しており，全国平均では15%前後」（〔2〕
63ベージ）とみなしている。
事実， 今回のヒアリングやアンケート調査の結果（表 2-14) においても一~たとえ
ば， 1足当たりの荒利益率が調査対象になっているので．売上総利益率よりかなり高めに
表示され，加えて，各社の計算方法も異なっているという問題点などを考慮に入れると
しても一ー ，「20%以上を確保できる企業は当業界ではかなりの優良企業で， 全国的にも
数少ない」とみなすにいたっている。
さらに，「大阪では，代表的企業でも20%を切っており， 全体としては全国的な平均値
1596前後を若干下回っている」（〔2J 63~64ページ）と推測している。
「いずれにしても，非最産商品を対象とする製造業の売上総利益率としては極めて低い
レベルである」（〔2〕64ページ）と問題指摘せざるをえないのである。
要するに，当業界は「収益性の低さ→ハード・ソフト両面への投資不足→経営力全般の
弱さ→低収益体質の長期固定化」（〔2〕64ページ）という，まさに宿命的な悪循環フ゜ロセ
スに悩ませられているのである。
表2-14 最近の 1足の荒利益率（単位：社）
596以上 2 C 4.5%) 
5~1096 8 (18.2) 
10~15彩 8 (18.2) 
15~20% 14 (31. 8) 
20~25% 8 (18.2) 
25~30形 3 (6.8) 
30形以上 1 (2.3) 
合計 44 
（出所）表2-1に同じ<,63ペー
ジの圏表皿ー4。
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さらに，具体的には，「低固定費，高変動費型経営」の常態化である。「この経営方式で
は，通常操業度の維持・拡大によって利益を確保」しうるとも言えようが，当業界のよう
に，企業規模の小零細性， しかも婦人物中心の多品種少量生産であるため，操業度の拡大
が望めず，低収益にとどまっている。
このような「構造的低収益体質」（〔2〕65ページ）からの脱却ー→ニュービジネスヘの
戦略目標の基本フレームとして， 本調査報告書は，「1 販売単価・製品価格の上方への
シフトー一商品力の充実・強化， 2製品原価の低減化ー一生産力の拡充・競争力の強化，
3 販売数量の増大化—販売力の拡大・強化」（〔 2 〕 66ページ）をあげている。
2 具体的戦略目標の設定と対応の基本方向
そこで，本調査報告書は， 実行すべき具体的戦略目標を体系化している（表2-15)。
表2-15 戦略目標の体系
1)【商品力強化目標】
ー製品の高級化・高付加価値化一
フ 2) [生産力強化目標】
ア
ツ 一高加工度化一
メシ ー多品種少景生産体制の完成一
イ ヨ サ
ンン プ 3)【販売力強化目標】
・産 ． ー販売基盤の拡大一
テ業 テ
l へ 業の 「4)[人材力強化目標）
マの 界革 一人材の確保一マ
転 ア新 一人材の育成一
換 イ
デ
「「5)【経営基礎力強化目標】・ン 一経営基盤の整備一テ
イ
I 
L.-6)【ネットワー クカ強化目標］
テ 一組織化・共同事業の再構築一
イ 一異業種交流の推進一
（出所）表2-1に同じく， 68ページの図表ill-5。
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表2-16 旧経営体質が成長をさまたげているか
（単位：社）
なっている
なっていない
どちらとも
??
(54.0彩）
(10.0) 
(36.0) 
合計 50 
（出所）同， 98ページの図表lI[一16。
なお，本調査報告書は，「過去，多くのビジョンや診断報告が提出されてきたが， 当時
指摘されたほとんどの課題がそのまま現在に持ち越されている」ということに注目して問
題指摘し，「各位の真剣な論隊とダイナミックな実行が期待される」（〔2〕67ページ）と
主張している。
このようにして，本調査報告書は，当業界がニュービジネスとして今後，存続•発展す
るための，「戦略テーマ」と対応すべき「個別施策」などを，「個別企業」および「業界全
体」について．かなり具体的に例示し，いわば業界分析・診断結果からの提言としてまと
め上げるにいたっている（〔2〕108~120べ＿ジ）。
要するに．当業界に見られる本質的問題要因である「わが国における皮革製品全般に対
する位置づけの低さ」（〔2〕70ページ）と，これに根差して今なお残存している旧弊の経
営体質の改善こそが緊急課題なのである。
事実，業者たちの過半数のものが，古い経営体質が成長をさまたげる要因であると認め
ている（表2-16)。
そして，「今後，解決しなければならない課題」として．「ヒト・モノ・カネ」という近
代的企業経営の基本的要因の中でも，ことに知識・情報などのソフト面の強化を重視して
いる（図2-5)。
なお，当業界の経営規模の小零細性を反映して，業者たちの中には， 「個人企業」が今
後の事業経営に当たって，プラスになるかマイナスになるかということについては， 「プ
ラス」と答えた業者が50のうち2で4.0彩しかなかったのに対して，「マイナス」と答えた
業者は17で34.0鍬そして．「どちらとも言えない」と答えた業者が31で62.0彩にものぼ
・にかんがみて（〔2〕99ページ），• 本調査報告書は， 「個別企業の進路」につ
いても，簡潔に図示して，これらの企業のありかた・方向性の指針としている（表2-
m。
もとより，当業界が今後，ニュービジネスとして存続• 発展していくためには，業者自
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図2-5 今後解決しなければならない課題
（単位：回答数）?
10 20 30 40 50 
1. 情報力，企画力，デザインカの強化
2. 生産システムの見直し（職人性，縫製グループなど）
3. 経営体質の革新（法人化，納税義務，保険加入など）
4. 設備の近代化（工場，機械など）
5. 求人活動，人材育成の共同化
6. 市場の開発（海外市場など）
7. 共同化事業の推進（共同仕入，共同開発）
8. 関連業界との共同システム（卸との関連強化など）
9. 異業種交流の推進（アパレル業界との交流など）
10. 業界イメージの革新（シンボルマーク設定など）
11. 労働環境の整備（労働時間短縮など）
（注） 5題選択。
（出所）同， 98ページの図表lJI-15。
らの革新的企業家精神の発揮と，それらを可能ならしめるための公共的指導・施策こそ
が，要請されねばならない21)。
21)今回の調査に際して，業者たちが当面している問題解決のための対策として，当該組
合• 関連指導団体および行政などに寄せた要望・意見（自由回答）など（〔39〕切～
50ページ）を要約してみると，以下のようなものである。
TQ制度廃止問題について一「自由化反対」・「いずれは自由化になるとは思う
が，今すぐTQ制度廃止は困る」ー~（望まれる対策， 以下同様）「合理化を図り体
力をつけるまでは， TQ制度は廃止しないで欲しい」
人材育成問題について一「人材不足」・「従業員とくに技術部門における職人の老
齢化と減少」・「後継者ことに若手人材の育成」一→・「同和地区内に靴学校・技術訓練
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表2-17 個別企業の進路
1. 企業形態 2. 成長方式
企業内努力
?? ?? ??
?
???―――??ー??
3. 戦略方向
① -1 
????ー ?ー
現状の製品・ルートで拡大
他の製品ラインを追加して拡大
例：紳士物（現在が婦人物の場合）
エレガンス（現在がカジュアルの場合）
他の販売ルートや地域を加えて拡大
例：小売直取引、関東地域
② -1 
川上、川下に進出
例：原材料関連、卸売機能
小売機能、下請専業
③ -----, 
i廃業l
'-' 
（注）事業転換
本業を廃止して②ー1,@-2へ転出する場合や@-1,R-2に多
角化した結果それらのウェイトが50彩以上になった場合など。
（出所）同， 105~106ページの図表Iー18。
他業界に進出
例：サービス業
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4 貿易自由化・輸入の制度的変化と皮革靴業界へのインパクト
貿易自由化へ向けて輸入の制度的変化が，皮革靴業界へ多大のインパクトをあたえてお
り，事実，大阪の業者たちの経営が不安におちいってきているという問題については，す
でに強調指摘して論じてきた。
これらの事情などについて，近年の統計数値によって見ておくと，以下のとおりである
（表3-1~5)。
まず，履物の輸入推移を見ると， 1982年度から91年度の10年間において，輸入足数・金
額ともども，増加し， 91年度は82年度の約3倍近くにまで上昇している。
そして，この傾向は， 86年度のTQ制度への移行を契機として著しくなっていることが
わかるのである（表3-1)。
表3-1 日本の履物輸入の推移
輸入年度 I輸入（足足）数 輸（入万円金）額
1982年 70,330,932 7,473,690 
1983 72,475,966 6,997,400 
1984 86,816,112 9,045,481 
1985 88,999,272 9,316,977 
※1986 99,803,808 8,142,549 
1987 136,032,624 11,366,198 
1988 162,005,892 14,258,411 
1989 157,562,664 15,352,344 
1990 167,709,288 18,556,066 
1991 207,397,404 20,656,080 
（注） 1. 各年度とも 1月から12月まで。
2. ※=TQ制への移行年。
資料：通関統計など，励大阪同和産業振興会事務局調べに基づき作成。
施設の建設」・「海外からの招聘熟練技術者による研修」
個々のメーカーに対する意見ー一・「現在の家内工業的体質のままでは国際化に対応
不可能」・「旧態の“靴屋”意識からの脱皮により，“シューズメーカー” としての近
代的経営体質作りで存続•発展」一→＇「伝統的かつ高級ハンドメイド部門と近代的機
械設備部門との合理的な両立」
業界・組合に対する意見ー「業界発展を目指して組織化への努力」ー→~ 「抜本的
対策」・「地場産業としての位置づけとその育成」
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また， TQによる皮革靴輸入の推移は， 1987年度では， 韓国が第1位を占めていたの
が， 8彩F度以降，イタリアが第1位を占めるにいたっている。そして，第2位は，米国が
韓国や台湾にとってかわるようになってきている（表3-4)。
このような米国の積極的姿勢は， ECよりも強く， 93年度に入り，クリントン新大統領
政権に移行して以来，ただちに表面化してきていることは，いまさら改めてここに述べる
表3-2 TQ移行初年度 (1986)の履物輸入実績
輸入先国 輸入最 前（彩年比） 輸（千入円額） 前(年%比) 叫円色 前（年彩比） （足）
台 湾 38,647,512 126.1 23,068,197 ti 9.3 597 /J.28.0 
総 韓 国 33,165,528 109. 9 23,856,486 lil8.4 719 /).25.8 
中 国 19,997,388 101. 5 6,587,357 f).2.5 329 l:i23. 7 
フィリヒ° ン 1,885,836 t:, 9.1 884,793 l:,34.6 469 /).28.1 
履
米 国 1,808, 184 f:,10. 4 5,044,085 l:,23. 7 2,790 t:,14.8 
イタリア 1,298,448 I:, 2.2 11,109,764 103.4 8,556 105.7 
プエルトリコ 965,700 /123.1 1,628,985 M5.8 1,687 /:i29.6 
フランス 625,572 122.4 4,812,789 122.6 7,693 100.1 
物 香 港 248,232 6.25.1 69,206 /:,20.2 279 106.6 
イギリス 156,672 143.4 732,780 118.9 4,677 1:,17.1 
A ロ 計 199, so3, sos I 112. 1 I s1,425, 4941 1:,.12. 6 I 816 1 1:i2.1 
イタリア 376,008 116. 9 3,537,269 110.9 9,407 I:,. 5.1 
韓 国 188,592 366.0 449,540 561. 3 2,384 153.4 
イギリス 150,984 149.0 716,738 120.7 4,747 l:,.19. 0 
イ ン ド 136,596 123.9 133,924 f:, 1. 9 980 620.8 
中 国 129,540 374.6 86,631 217.9 669 Ml.8 
般 台 湾 129,048 155.5 192,353 147.6 1,491 f:, 5.0 
米 国 94,464 155.4 528,275 118. 0 5,592 l:!.24.0 
革 シンガボール 54,024 402.3 212,381 321. 9 3,931 /).20.0 
フランス 51,492 123.0 419,563 135.3 8,148 110.1 
靴 夕 イ 51,264 198.3 38,926 116. 6 759 Ml.2 
ス イ ス 45,996 111. 4 506,867 111. 1 11,020 !). 0.3 
そ の 他 126,672 f:,15.4 347,374 114. 6 2,742 135.4 
ムロ 計 1 1. 534. 680 I 148. 2 I 1.169. 841 1 123. 9 I 4.672 I !).16. 4 
資料：表3-1に同じ。
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までもないであろう 22)。
要するに，このような輸入の制度的変化は，今後ますますダイナミックに激化し，近い
将来には，牛肉の完全自由化と同様の事態が生じることも考えられるのである（表3-
6)。
そこで，当業界，ことに大阪における中小業者の反応など（〔43〕）について見ると，ぃ
わゆる近代的経営をおこなっている代表的な企業・リーダー格では，当然，危機感をもっ
ており， TQ制度つまり関税率などについては現状維持を要望しているのである。
22)付図3-1 2次関税率
（％） 
60 
, .... . 
50 6000 (P:J) 
i ;．．．． 
40 I 4800 
4800 (円）
30 
4300 
90 91 92 93 94 95 96 (年）
参考1
1次税率 27彩→ 21. 6彩
ガット・ウルグアイ・ラウンド
1月20日前後が山場， 2月末決着
ECはTQ撤廃，米は関税引き下げ
伊は 1~2万円台の中級品増
中国は潜在的脅威
韓国は人件費高騰で競争力低下
付表3-1 1次関税率
90年 3,580,000足 (15%)
91 4,120,000 (17%) 
92 4, 830, 000 (20彩）
93 5,796,000 推計
94 6,955,200 推計
95 8,346,240 推計
96 10,015,488 推計
（出所）励大阪同和産業振興会主催「1992年度第3回皮革産業部会』
資料， 1993年1月19日。
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表3-3 TQ移行後履物総輸入の推移(1)(TQ品目を含む）
輸入先国 I 足（足)fl!. I 令千円阿 I平靡問価
韓 国 56,731,128 44,241,330 780 
台 湾 45,614, 712 30,760,033 674 
中 国 24,616,752 6,950,470 282 
1 フィリヒ° ン 1,938,708 943,055 486 ， 米 国 1,683,852 5,014,862 2,978 
8 
イタリア 1,303,236 11,482,960 8,811 
フランス 1,151, 100 6,556,322 5,696 
7 プエルトリコ 1,056,444 1,622,985 1,536 
年 チ 工 コ 332,388 1,133,388 3,410 
香 港 280,152 124,635 445 
I I I 
ムロ 計 I 136. 032. 624 ¥ 1. 3661. 983 I 836 
韓 国 66,486,780 58,535,227 880 
台 湾 56,437,764 40,418,435 716 
中 国 28,273,200 8,067,826 285 
1 フィリヒ° ン 2,347,152 1,062,171 453 ， イタリア 1,614,036 13,025,434 8,070 
8 
フランス 1,510,464 8,204,889 5,432 
米 国 1,088,508 3,502,700 3,218 
8 プエルトリコ 925,032 1,272,911 1,376 
年 夕 イ 656,220 281,997 430 
インドネシア 581,616 143,980 248 
I I I 
A ロ 計 I 162. oos. 892 I 142. 584. 10s I 880 
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表3-3 TQ移行後履物総輸入の推移(2)(TQ品目を含む， /J=:flは減）
輸入先国 1 輸紅茫 I前（年彩比） 1 輸（千入金円額） 1前（年彩比）I 平均c円単）価I前c年彩比） 
韓国 59,674, 116 MO. 2 5, 500, 191 t, 5. 2 930 
台湾 49,375, 188 1:,12. 5 39, 226, 901 /:, 2. 9 794 
中国 3,915, 072 20. 0 12, 223, 639 51. 5 360 
1 ィンドネシア 3,207,612 451. 5 1,356,639 842. 2 422 
g フィリヒ° ン 2,566,692 9. 4 1,303,238 2. 7 507 
イタリア 2,221,356 37. 6 20,591, 724 58.1 9,269 
8 フランス 1, 366, 932 I:, 9. 5 8, 537, 251 4. 1 6,245 
g 米国 1,243,836 14. 3 4, 754, 514 35. 7 3,822 
タイ 835,980 27. 4 496,380 76. 0 593 
年香 港 580,284 38. 4 334, 311 60. 7 576 
I = I = I = I I I 
合計 1157,562, 6641 I:, 2. 71153, 523, 4411 7. 1 i 9741 
中国 52,975,416 56. 2 22,487,601 84. 0 424 17. 8 
韓国 48,654,484 l:,16. 1 61,712,392 1. 2 1,263 35. 8 
台湾 40,880, 100 617. 2 36, 692, 211 6 6.5 898 13. 1 
1 ィンドネシア 1, 715, 744 256. 2 5, 746, 978 332. 6 491 16. 4 ， フィリヒ° ン ・3, 083, 340 20.1 1,379,187 5. 8 447 Ml. 8 
イタリア 2,805,528 26. 3 26, 176, 975 36. 8 10, 043 8. 4 
，米国 1,372,152 10.3 6,161,085 29.-6 4,490 17.5 
o フランス 1, 276, 020 8 6.7 8,899, 735 4. 2 6, 975 1. 7 
タイ 1,216,044 45. 5 830,502 67. 3 683 15. 2 
年スペイン 488,088 98. 0 1,327,012 108. 4 2,719 5. 3 
I : I : I = I = I = I 
合計 1157,709, 2881 6, 41185, 560, 8571 20. 91 1, 1061 13. 4 
I中国 83,288,424 57. 2 38,092,044 69. 3 457 7. 8 
I韓国 4,346, 912 I:, 9. 2 62, 199, 285 0. 8 1,403 1. 1 
台湾 40,577,424 8 0.7 37, 725, 189 2. 8 930 3. 6 
1 ィンドネシア 22,773,684 94.4 9,177,918 59.7 403 t:,.17.9 ， フィリヒ° ン 4,534,524 47. 1 1,589, 968 15. 3 351 6.21. 5 
イタリア 2, 760, 564 Ii 1. 6 27, 763, 138 Ii 1. 5 10, 057 0. 1 
9 タイ 2,642,880 117. 3 2,231,613 168. 7 844 23. 6 
1 米国 2,160, 024 57. 4 8,314,876 35. 0 3, 849 /i14. 3 
フランス 801,456 t.37. 2 6, 530, 019 t.26. 6 8, 148 16. 8 
年香港 549,564 32. 2 400,477 59. 2 729 20. 5 
I I I I I 
合計 I207,397, 4041 23. 41206, 560, 8031 1. 31 9961 /). 9. 9 
資料：表3-1に同じ。
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表3-4 TQによる革靴輸入の推移(1)
輸入先国 輸（入足） 量 輸（千入金円額） 平均（円単）価
韓 国 565,116 1,577,464 2,791 
イタリア 444,036 4,323,326 9,736 
ムロ 湾 262,440 455,575 1,736 
1 イギリス 178,620 871,652 4,880 ， 中 国 148,884 252,184 1,694 
8 
米 国 103,524 583,341 5,635 
シンガボール 96,384 306,885 3,184 
7 フランス 75,228 553,178 7,353 
年 イ ン ド 60,648 71,763 1,183 
ス イ ス 50,820 602,088 11,847 
I I I 
ムロ 計 I 2. 224. 164 I 10. 151,516 1 
イタリア 596,652 5,167,877 8,661 
韓 国 593,376 1,557,877 2,625 
ムロ 湾 551. 844 1,047,727 1,899 
1 英 国 286,872 1,198,294 4,177 ， 中 国 243,312 383,728 1,577 
8 
米 国 162,240 772,687 4,763 
フランス 88,692 654,740 7,382 
8 ス イ ス 65,736 682,233 10,378 
年 シンガボール 60,180 166,352 2,764 
夕 イ 57,804 60,666 1,050 
I I 
ムロ 計 I 2. 983,524 I 1. 2s1. s21 1 4,216 
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表3-4 TQによる革靴輸入の推移(2)(t, 印は減）
輸入先国 I 輸入（足足）数 1前(年%比)I 輸c入千金円額） ．I 前c年%比)I 平均c円単）価I前c年彩比） 
イタリア 790,608 
ムロ 湾 547,596 
韓 国 392,496 
1 英 国 270,480 ， 米 国 248,904 
中 国 115, 152 
8 フランス 102,912 ， スペイン 100,824 
ボルトガル 75,000 
年 イ ン ド 64,368 
I I 
A ロ 計 1 a.oo. 240 I 
イタリア 1,059,876 
韓 国 364,824 
米 国 310,668 
1 ムロ 湾 287,712 ， 英 国 275,844 
スペイン 161,184 ， 
中 国 124,116 
゜
ボルトガル 122,796 
イ ン ド 113,640 
年 ス イ ス 101,064 
I I 
ムロ 計 1 3. 301. 4841 
イタリア 1,099,692 
米 国 448,236 
韓 国 386,508 
1 中 国 323,712 ， 英 国 309,264 
ムロ 湾 279,624 ， 
イ ン ド 258,152 
1 スペイン 149,880 
メキシコ 114,804 
年 ボルトガル 109,692 
I I 
ムロ 計 ¥ 4.017.492 ¥ 
資料：表3-1に同じ。
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32.5 7,082,642 37.1 8,958 3.4 
t:, 0. 3 1,354,045 29.2 2,437 23.2 
!J.3.9 1,255,573 /:,19.4 3,199 21. 9 
ti 5. 7 1,339,485 11.8 4,952 18.6 
53.4 1,375,840 78.1 5,528 16.1 
f:,52. 7 195,516 M9.0 1,698 7.7 
16.0 737,747 12. 7 7,169 !:i 2.9 
75.2 438, 116 118. 3 4,345 24.6 
112. 7 223,346 79.9 2,978 l:,18.2 
131. 9 73,838 146.8 1,147 6.0 
I I I I 
o.6 ¥ 15. 484. 377 ¥ 23. 1 I s. 161 I 22.4 
34.1 11,171,025 57.7 10,540 17.7 
fi. 7.1 1,149,750 t:, 8.4 3,152 ti 1. 5 
24.8 2,203,790 60.2 7,094 28.3 
M7.5 874,141 l:,35.4 3,038 24.7 
2.0 1,928, 718 44.0 6,992 41. 2 
59.9 810,427 85.0 5,028 15.7 
7.8 274,105 40.2 2,208 30.0 
63. 7 443,343 98.5 3,610 21. 2 
76.5 155,347 110.4 1,367 19.2 
61. 6 1,255,889 106.1 12,427 27.5 
I I I I 
10. o 1 2. 488. 780 1 45. 2 ¥ 8. 812 ¥ 32.0 
2.8 10,495,184 f:, 6.0 9,544 6 9.4 
44.3 3,305,544 50.0 7,375 4.0 
5.9 1,292,896 12.5 3,345 6.1 
160.8 725,187 164.6 2,240 1. 4 
1. 7 2,304,254 19.5 7,451 6.6 
/:, 2.8 668,869 24.2 2,392 f:,21. 3 
125.0 358,145 130.5 1,398 75.0 
t:, 7.0 749,334 6 7.5 5,000 /:i 0.6 
337.6 687,149 583.7 5,985 56.2 
l:,10.7 443,058 {). 0.1 4,039 1. 9 
I I I I 
21. 1 I 24.328. 849 I s.2 J 6. 0561 1:,1. 1 
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表3-5 革靴関税割当 (TQ制度）
第1期（仮称）
開 始 年 度 割当足数 I発券受領者件数
初年度 1986年4月~87年3月 総足数 2,453,000足 387件
(1986年4月~9月） 上半期 1,226,500 144 
(1986年10月~87年3月） 下半期 1,226,500 243 
2年度 87年4月~88年3月 総足数 2,700,000 1,412 
(87年4月~9月） 上半期 1,350,500 551 
(87年10月~88年3月） 下半期 1,350,000 861 
3年度 88年4月~89年3月 総足数 3,110,000 4,077 
(88年4月~9月） 上半期 1,555,000 1,167 
(88年10月~89年3月） 下半期 1,355,000 2,910 
4年度 89年4月~90年3月 総足数 3,580,000 5,650 
(89年4月~9月） 上半期 1,790,000 2,399 
(89年10月~90年3月） 下半期 1,790,000 3,251 
5年度 90年4月~91年3月
(90年4月~9月）
(9眸 10月~91年3月）
総足数 4,120,000 
上半期 2,,060, 000 
下半期 2,060,000 
3,336 
2,029 
1,307 
第2期（仮称）
1 割自国数 l発券受領者件数
91年4月~92年3月 総足数 4,830,000足
(91年4月~9月） 上半期 2,415,000 
(91年10月~92年3月） 下半期 2,530,000 
（注・下半期の割当数量は上半期の末消化分115,000足が加算された）
?
始 年
?
初年度 2,159件
1,119 
1,040 
2年度
3年度
4年度
92年4月~93年3月
(92年4月~9月）
(92年10月~93年3月）
93年4月~94年3月
(93年4月~9月）
(93年10月~9峠三3月）
94年4月~95年3月
(9坪 4月~9月）
(94年10月~95年3月）
総足数
上半期
下半期
5, 795,376? 
2,897,688 
2,897, 688? 
?
•. 
994 
?
•. 
総足数 6. 954, 451 ? I <対前年度20%増）
上半期 ？ 
下半期 ？ 
総足数 s. 345, 341 ? I <対前年度20劣増）
上半期 ？ 
下半期 ? I <対前年度20彩増）
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5年度 95年4月~96年3月
(95年4月~9月）
(95年10月~96年3月）
総足数 1,000万足予定
上半期 ？ 
下半期 ？ 
資料：表3-1に同じ。
表3-6 ガット・ウルグアイ・ランド＊の最近の動き
91/ 2・ 新ラウンド交渉再開を決定
/12 ・ドンケル事務局長が「例外なき関税化」を盛り•込んだ包括協定案を提示
92/ 7 ・ミュンヘンサミットで年内合意を目標に努力することを確認
/1 • 米,EC農業問題で包括合意
/12・7日～新ラウンド本格的に交渉開始
米,ECは皮革を含む関税の大幅引き下げを要求
• 171:l 新ラウンドの貿易交渉委員会開催
新ラウンドの年越しを確認し，来年1月4日から交渉再開
（理由）
① 各国が妥協できない分野が依然として山積している
③ 米， EC間の農業交渉が完全な合意に至っていない等
・18日 関税率審議会答申
1993年度の皮革関連の一次関税枠を拡大
① 牛馬革染着色 707m2→ 848m2 20%アップ
② 牛馬革その他 119m2→ 137m2 15彩アップ
⑧ 羊，山羊革 612m2→ 704m2 15%アップ
④ 革靴 5,796千足→6,956千足 20彩アップ
ガット・ウルグアイ・ラウンドにおける日本政府の方針
TQ制度の枠組みは維持し，二次税率を引き下げる
二次税率 ・皮革 60% →5年間で40%
掌靴〔60%か 4,800円の〕→5年間で〔40%か4,300円の〕
いずれか高い方 いずれか高い方
（注）＊関税貿易一般協定・外角的貿易交渉。
（出所）大阪府商工部工業課作成。闘大阪同和産業振興会主催「1992年度第3回皮革
産業部会」資料， 1993年1月9日。
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そもそも，輸入自由化を反対してきたのは，当靴業界が， 日本においてはいわれなき不
当な差別によりもろもろのハンディに苦しんできた典型的な部落産業であるため，このハ
ンディを克服することが先決問題とされていたからである。そのため，輸入自由化も段階
的におこなわれてきたのである。
しかしながら，実態はいかがなものであろうか。“脚注18)"にややくわしく見てきたよ
うに，関税割当制度 (TQ)における「輸入数量の割り当てを受けねばならない」＝「割
り当てワク」という条件は，当然，企業規模や実績を基本としているのである。
そこで，大手の機械靴メーカー・輸入商社および大規模卸売り業者などが，輸入自由化
に強硬反対の立場をとっているのである。
これらの企業などは，部落の中小・零細業者たちが部落産業としての切実な立場から行
動せざるをえなかった輸入自由化反対運動には何ら参加することなく，現実には優遇措置
を受けるという矛盾した現象がおこっているのである。これらの企業は， 既得権として
「ワク」を独占しうるのである。 IQからTQへと制度的変更がおこなわれても，優遇措
置を受けることになるのである。
これまでにも見てきたように，当業界における部落のひとびとが，長年の徒弟制度にお
ける見習い工や職人の時期を終え， ょうやく中小・零細メーカーとして独立したとして
も，彼らは，いわば“ニューカマー（新規参入者）”として実績がないため，“割り当てワ
ク”の許可などを得るためには不利な立場に追いやられ，そうでなくても，業界そのもの
における過当競争に加えて，このような激しい“ワクの争奪戦”の渦中に巻き込まれてし
まうのである。
このような事態は，まさに「差別的政策である」と言わざるをえないのである。
しかしながら，一方，前述の基本的条件との関連で見ると，ィンパクトも少なく，危機
感をもっていないというような生業・職人的な零細業者が見受けられることもまた事実で
ある。
さらに，伝統的手工業におけるいわゆる徒弟制度の下で熟練技術などを習得した人材
が，有利な条件で大手企業に引き抜かれるという結果さえ生じてきているのである。
ひっきょう，皮革靴業界においても，中小・零細業者と大規模・独占的企業との間の格
差はもとより，さらに，中小・零細業者内部層においても，もろもろの格差や問題点など
が表面化しだしてきているのである。
今や，国民の生活文化を担ってきている当業界は， 日本経済の国際化と卜＿タルファッ
ション化がいわば同時的に進行しているさなか，近代的・合理的なニュービジネスとして
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大きく脱皮・飛躍していくための陣痛期に直面しているのである。業者自らの企業家精神
の発揮と，それを支援・育成するところの抜本的な行政施策が必要であるということを，
ここにおいても繰り返し強調指摘せざるをえないのである。
むすびにかえて
以上，本小論は，部落産業に関する最近おこなわれた二つの調査研究報告書について，
産業経済ことに中小企業問題研究の立場から当該問題に筆者自身が深くかかわってきてい
るので，ややくわしく紹介し，論じてきた。
それは，“国家の責務”であり，“国民的課題”である部落問題の解決＝部落完全解放へ
向けて，まず，国民のひとりひとりに部落の現状・実態を認識せしめ，部落問題への真の
理解を促すことを意図したからである。
時あたかも，最後の同和対策のための時限立法である「地対財特法」が5年延長される
ことになって，早や1年が経過した。真の意味での部落完全解放，すなわち，不当に奪わ
れてきた部落のひとびとの“人権回復≫(44〕をめざした「部落解放基本法」を国家に制
定させるためにも，まず，部落の現状・実態を具体的に世に訴えることからはじめられな
ければならないからである23)。
23) 『桜井市の調査報告書」は，部落解放同盟奈良県連合会主催による「第19回奈良県部
落解放研究集会」（天理大学， 1992年9月19~20日）においても， 大々的に取り上げ
られた。
ー「部落産業の方に少し目を向けていきたいと思います。今年はこの分野のパネ
ラーに，関西大学の田中 充さんと奈良産業大学の吉村 励さんのお二方をお願いし
ました。報告は大福•吉備支部のものと， 奈良県商工課です。実はこの四者の関係
は，大福•吉備支部を含めた部落解放同盟桜井市支部協厳会の要求で桜井市が取り組
んだ，部落産業の実態調査結果を吉村さんが分析され，その調査ないし分析結果の公
表を田中さんが強く推奨してくださったということにあり，一方，県の方には，そう
した現状なり調査結果を踏まえて，そろそろ，部落産業の育成にかかわる抜本的かつ
具体的な方針を，出してしかるべきではないかということでお願いしたわけです」
（〔妬〕 26ペー ジ）。
そして，実際に報告された阪中光司氏の「このような『実態報告書」の活用こそが
必要であり，“神棚”にあげておくようではいけない」（〔46〕）と力強く述べられたこ
とは，関係者一同に深い感銘をあたえてくれた。
さらに，『大阪靴メーカー90年代のビジョン」については， 筆者が“スイス国際中
小企業学会.(〔47〕）などで報告することにした。
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この意味において，本小論で取り上げた二つの調査報告書は，全く対象的であると言え
よう。
すなわち，奈良県桜井市の場合は，地域のひとびとの産業と労働について，部落問題と
のかかわりで実態調査されている。そして，大阪の場合は，伝統的かつ代表的部落産業で
ある皮革靴業界の現状に，中小企業経営問題の視点からメスを入れ， H本経済の国際化＝
皮革靴自由化に向けて，いかなるサバイバル戦略を樹立すべきかということなどを提言し
ている。
そこで，さらに筆者は，押し寄せきたる自由化の波に，業界がいかなるインパクトをこ
うむっているかということについても，やや詳細に最近の数値などによって，実証して問
題指摘した。
このようにして，今や部落産業をめぐる問題は，内外環境のダイナミックな変貌のなか
で一層シビアになってきていることが如実にうかがわれるのである。
ところで，二つの調査報告書の関係者の意図することを完全に本小論が伝えることがで
きたか否かは，全く筆者の力量不足によるものであるが，あえて関係者にご寛恕を願う次
第である。いや，それであるからこそ，これら二つの調査報告書をひとりでも多くのひと
が自ら手にして“考えて”もらいたいと思っている。本小論がそのような“かけはし”あ
るいは“たたき台”になってくれれば，筆者自身の当該問題へのさらなる取り組み意欲と
激励になることとして，望外の喜びである。
さて，部落産業を中小企業問題との関連で見るとき，重ねて以下のことを述べておかね
ばならない。
それは．「そもそも，中小企業の存続• 発展は中小企業者自身の絶え間なき努力と．， 国
家をはじめ地方公共団体などの行政・為政者の手になる抜本的施策がうまくかみ合ってこ
そ達成されるものである」（〔侶〕 73ページ）ということである。
そこで，部落産業をめぐる問題などについても，わが国の産業・経済構造，ことに現代
資本主義構造の中で今一度ふり返って明確にこれを位置づける必要がある。そして，そこ
から真の対策を生み出していかねばならない。端言すれぱ，単なる資金援助のみで解決で
きるようなものではない。ことに， 「企業は人なり」という鉄則を実現するためにも， 根
本問題として，経営・技術などを主眼とするところの高度の人材育成教育・訓練の実施・
充実・強化・開発などがおこなわれねばならない。
もとより，わが国の経済社会は，資本主義を基盤とするところの競争経済社会であると
いうことは，いまさら改めて述べるまでもないであろう。
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ここに基本的に強調しておかねばならないことは，すでに見てきたように，わが国資本
主義発展の過程で形成されてきた「差別の再生産構造」のために競争から疎外され，根本
的に不利な立場に立たされてきた部落産業については，単なる「保護的対策」に終始する
だけであっては決していけないということである。
そもそも，中小企業全般そのものが，対独占・大企業関係で不平等・ 不利な立場に立た
されている。有効で合理的な競争経済社会という土俵にのせるための育成・強化施策は当
然必要である。ましてや，部落産業に対しては， 「差別の撤廃」＝部落完全解放計画の一
環として，積極的な総合施策は今後ますます必要となってくるのである。
このようにして見てくると，究極的に「部落完全解放」の真の主体作りとしては， 「部
落解放は国民的課題である」ということを真に理解し，自分自身の問題であると受けとめ
ねばならない国民全部を含め，その全面的総意に基づいたところの真の民主政治をおこな
ぃ，「国の責務」を果たす政府・行政を構成していかねばならない。
要するに，これ迄の『特別措置法」等々に見られたような同和対策事業の不十分性を改
善・補強することによって，いわば実のある総論的ともいうべき基礎作りを可及的すみや
かにおこない，さらに，それを受けて，その先に，各論的あるいは一層積極的具体的な施
策が積み重ねられていかねばならない。ただ5年間の延長とか， 「地域改善」施策，まし
てや一般施策ということのみで済まされるようなものではない。それは，絶えずフィード
・バックしながら先へ先へと補強されていかねばならない。それでこそ， 「国の責務」を
果たすことになり，「国民的課題」への真の取り組みであると言えるのである。
「部落解放基本法」の制定＝早期実現が望まれるのもこの意味においてである。
なお当問題は，究極的には「人権問題」であるということを今一度思い起こす時，それ
は，ただ単に日本1国における経済社会での問題にとどまるのではなく，グローバルな観
点から取り上げられねばならなくなってくる。すなわち， 日本経済社会の真の国際化推進
のためには，国の内外における人権問題—たとえば外国人労働者の権利などの問題ー一
に対しても先進国の責務として，積極的に対処していかねばならなくなってくるというこ
とである。
そのためには，まず自らの国の内なる部落差別撤廃＝人権回復に向けて，国民すべてが
真摯に取り組まねばならないのである。このことを重ねて強調しておこう （〔6〕123~ 
124ペー ジ）。
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